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（写真）マルコ・ルビオ上院議員 X “トランプ新政権の国務長官 マルコ・ルビオ議員に決定” 

 

 

２０２４年１１月１３日（水曜） 

 

政 治                     

「トランプ氏 ルビオ氏の国務長官任命を正式発表 

～ベネズエラ・イランへの制裁強化か～」 

「トランプ当選はマドゥロ政権にとって良い？」 

「MCM トランプ氏の対ベネ方針報道は間違い」 

「大統領選後に拘束された MCM 氏の党員死亡」 

「検察庁 未成年を中心に拘束者解放を検討」 

「伯 マドゥロ政権との関係断絶を否定」 

「ウルグアイ ベネズエラ渡航を控えるよう推奨」 

経 済                     

「中国・ベネズエラ 投資保護協定を締結」 

２０２４年１１月１４日（木曜） 

 

政 治                    

「マドゥロ大統領 資源販売にイデオロギー無い」 

経 済                    

「国際線 ８月１日から５４％（９８便）減 

～クラサオ・コロンビア経由で外国移動～」 

「OVF ２４年インフレ率６０％、GDP４％増」 

「Conindustria 製造業は前年同期比７．６％増」 

「石油組合 ２０２４年に加盟企業数２５％増」 

「CITGO 初めて日本向けに石油製品を輸出」 

社 会                    

「Caracas 路上での自動車メンテに罰金３０Euro」 
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２０２４年１１月１３日（水曜）             

政 治                       

「トランプ氏 ルビオ氏の国務長官任命を正式発表   

    ～ベネズエラ・イランへの制裁強化か～」       

 

１１月１３日 米国大統領選で勝利したダニエル・トラ

ンプ氏は、２０２５年１月２０日に発足する自政権の国

務長官にキューバ系米国人のマルコ・ルビオ上院議員

（フロリダ州選出）を任命すると正式に発表した。 

 

任命発表に当たり、ルビオ議員について「強く尊敬され

るリーダーであり、自由に対して極めて強いメッセージ

を持っている」「彼は恐れを知らない戦士であり、我々

の敵に背を向けない。我が国と真の同盟国の強い擁護者

になるだろう」「マルコが世界と我が国を再び偉大にす

ることに期待している」とメッセージを発信した。 

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1141」で紹介した通り、

マルコ・ルビオ議員は、マドゥロ政権を批判する急先鋒

であり、マドゥロ政権との関係が最悪の人物と言える。 

 

ロイター通信は、マルコ・ルビオ議員の国務長官として

の外交方針について考察記事を投稿している。 

 

ルビオ議員は、ベネズエラ・キューバ・ニカラグアに限

らず、中国・イランを強く批判する人物でもある。 

 

George W. Bush 元大統領のエネルギー分野の顧問で、

現在は「Rapidan Energy」の社長を務める Bob McNally

氏は、「トランプ政権１期目では、イランへの圧力を強

化し、イランの原油輸出は減少した」「しかし、その後

バイデン政権下で対イラン制裁の適用は緩やかになり

中国向けの原油輸出が増加した」「トランプ政権下のル

ビオ国務長官は、中国・イランに対して強い対応を執る

だろう」と考察している。 

 

「ClearView Energy Partners」のエネルギー政策アナリ

ストの Kevin Book 氏も「トランプ新政権は、イランへ

の制裁を強化し、中国を困らせるだろう」との見解を示

している。 

 

ベネズエラに関して、コンサルタント会社「Sala 58」の

Luis Peche Arteaga 氏は「米国がベネズエラへの制裁を

緩和することは考えにくい」「対立的なアプローチ以外

ないだろう」と指摘。 

 

一方、George W. Bush 元大統領のラ米担当顧問の José 

Cárdenas 氏は、対ベネズエラ対応については「石油制

裁と、米国および外国の石油事業者に許可した制裁ライ

センスの見直しが主要な検討テーマになる」と指摘。 

「制裁ライセンスの取り消しは、マドゥロ政権だけでは

なく、野党・EU に対しても米国政府がベネズエラ問題

とどのように対峙するかを表明するメッセージになる」

との見解を示した。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9e6cebcdebd06441dc78078492dba87b.pdf
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「トランプ当選はマドゥロ政権にとって良い？」         

 

「トランプ大統領の当選は、少なくともマドゥロ政権に

とってネガティブな出来事」との認識が一般的だが、野

党系メディア「Cronica uno」は、「トランプ大統領の当

選がマドゥロ政権にとって良いニュース」との考察記事

を投稿している。 

 

どのような理由から良いニュースなのかを紹介したい。 

 

１．国際的に問題が山積している 

 

政治アナリストの Pablo Quintero 氏は、「ウクライナ・

パレスチナの紛争は、次期トランプ政権が緊急で取り組

まなければいけない課題」と指摘。 

 

「彼（トランプ次期大統領）は、全てのエネルギーと政

治戦略をプーチン大統領との対話とウクライナ問題の

解決に費やす必要がある」「ベネズエラ問題の優先順位

は米国にとって３番目、４番目になる」 

「従って、トランプ次期大統領は、マドゥロが政治犯の

対応や選挙の実施など最低限の対応をしていれば放置

するだろう」 

「また、現在は Chevron などベネズエラで活動してい

る米国企業がある」 

「彼は米国企業のビジネスを台無しにしたいとは考え

ないだろう」 

「米国経済は盤石ではないため、彼は米国経済を促進さ

せる必要がある」 

「経済分野で予見できるのは、制裁ライセンスに関して

ベネズエラと再交渉を行うこと」 

「この交渉はイラン・ロシアに関連する動きと歩調を合

わせる形で行われる」 

との見解を示した。 

 

 

 

２．ベネズエラ不法移民問題の合意 

 

トランプ氏は選挙キャンペーンで何度もベネズエラ移

民について、暴力的な犯罪者として扱った。共和党が不

法移民を米国から追放することを検討していることは

確かで、ベネズエラ人はその中心にいるだろう。 

 

ただし、不法移民の問題解決には、マドゥロ政権の協力

が不可欠であり、合意をする必要がある。 

 

ベネズエラ人を犯罪者として批判したトランプ政権が

第三国に不法移民を追放するのは困難であり、ベネズエ

ラへの送還も合意が無ければ不可能である。 

従って、大使館を再開するなど具体的な進展はないまま

最低限の関係正常化が考えられる。 

 

３．マドゥロ政権への攻撃は失敗済み 

 

２０１９年 トランプ政権は、グアイド暫定政権をベネ

ズエラの正当な政府と認識した。トランプ氏は同じ失敗

を繰り返すことはないだろう。 

 

彼は共産主義を強く嫌っているが、同時に北朝鮮のリー

ダーとも交渉を行った。「トランプ氏は本来“ディール

（交渉）”を好む人物であり、極めて現実主義的な人間

である」との見解を示した。 

 

また、２０２５年のベネズエラ大統領についての国際社

会の認識について 

「国際社会はマリア・コリナ・マチャド氏（MCM）を

孤立させるだろう」「外国に亡命した政府を正当な政府

と認識しても結果が伴わないからだ」 

との見解を示した。 
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「MCM トランプ氏の対ベネ方針報道は間違い」                  

 

これまで紹介してきた通り、次期トランプ政権の対ベネ

ズエラ方針について、MCM 陣営にとってはネガティブ

な考察が多い。 

 

MCM 氏は EFE 通信のインタビューに応じ、これらの

メディア考察について、「間違い」と指摘している。 

 

「トランプ新大統領の人事発表を見ている限り、彼は国

際政治と安全保障を最優先課題として取り組もうとし

ていることが分かる」 

「ルビオ新国務長官は、ラテンアメリカ問題に強い関心

があり、ニカラグア・キューバ・ベネズエラが米州地域

にとって脅威であることをよく理解している」 

「マドゥロ政権を退陣させ、ベネズエラに民主主義を取

り戻すことは、キューバやニカラグアの倒壊につながる

ことを理解している」 

「この４年間、米国に大量の移民が流れた」「この問題

は根本的に対処する必要がある」「つまり、政権交代が

必要である」 

との見解を示した。 

 

「大統領選後に拘束された MCM 氏の党員死亡」         

 

１ １ 月 １ ３ 日  MCM 氏 は 、 彼 女 の 政 党 「 Vente 

Venezuela」の党員（アンソアテギ州）で、大統領選後

に拘束された Jesús Manuel Martínez Medina 氏がマド

ゥロ政権の拘束下で亡くなったと発表した。 

 

MCM 氏の発表によると、Medina 氏は、７月２８日の

ベネズエラ大統領選でアンソアテギ州の投票会場の選

挙保証人（集計数に間違いがないかを確認する人物）だ

ったという。 

 

 

 

しかし、大統領選翌日の７月２９日に Medina 氏は

SEBIN に拘束されたという。 

 

Medina 氏は、糖尿病を患っており、心臓に持病があっ

たが、拘束中に必要な治療が受けられなかったことで症

状が悪化し、病院に搬送されたが、助からなかったとい

う。 

 

この一件について、MCM 氏は「マドゥロ政権による拘

束を原因とする政治犯の死亡」と訴えている。 

 

 

（写真）El Comercio 

 

「検察庁 未成年を中心に拘束者解放を検討」                  

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1141」で紹介した通り、

マドゥロ大統領は、大統領選後の抗議行動で拘束された

野党関係者の解放について検討するよう検事総長に要

請した。 

 

拘束者の家族の証言によると、マドゥロ大統領の要請を

受けて、検察庁が未成年（１６歳、１７歳）の拘束の見

直しを開始したという。 

 

現在、拘束された未成年の家族が検察庁から事情聴取を

受けており、１２月初旬に解放される可能性があるとい

う。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9e6cebcdebd06441dc78078492dba87b.pdf
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人道団体「Foro Penal」によると、現在マドゥロ政権が

拘束している未成年は６９名だという。 

 

「伯 マドゥロ政権との関係断絶を否定」         

 

１０月下旬に開催された BRICS 首脳会議にて、新たな

パートナー候補国について議論されたが、この時にブラ

ジルはベネズエラのパートナー候補国入りを拒絶。 

 

マドゥロ政権がブラジルの対応を批判し、両国の関係に

亀裂が生じている。 

 

１１月１３日 Mauro Vieira ブラジル外相は 

「ブラジルとベネズエラの関係は状況に応じて鈍化す

ることは避けられないが、それはブラジルがベネズエラ

との外交関係を断絶することを意味しない」 

「ベネズエラのブラジル代表大使を送還することはな

く、我が国は引き続きベネズエラ当局と良好な関係を維

持しており、隣国とのコンタクトを維持している」 

「現在は孤立の時ではなく、対話と交渉の時である」 

「ベネズエラ危機を解決するのは孤立ではなく対話で

ある」との見解を示した。 

 

この発言を受けてか、マドゥロ政権もとりあえずブラジ

ルとの外交問題に区切りを付けるようだ。 

 

マドゥロ政権は、１０月３０日に Manuel Vadell 在ブラ

ジル・ベネズエラ代表大使を本国に呼び戻していたが、

Vadell 大使をブラジルに戻すことを決定した。 

 

「ウルグアイ ベネズエラ渡航を控えるよう推奨」                  

 

ウルグアイ外務省は、ベネズエラへの渡航を控えるよう

求める声明を発表した。 

 

 

 

ウルグアイ外務省は、現在のベネズエラの状況について

「米州人権委員会、国連および現地人権団体などの報告

によると、ベネズエラでは政府当局や犯罪組織による誘

拐が確認されており、移動の自由が制限されている」 

と指摘。 

 

「１０月１９日には米国在住ウルグアイ人がベネズエ

ラに入国し、その後拘束されており、ウルグアイ外務省

がベネズエラの当局に拘束者の安否の確認をしている

が、現状が分かっていない」 

「ウルグアイ外交官がベネズエラから追放されており、

緊急的な領事サービスを提供する能力が制限されてい

る」と説明し、不要なベネズエラへの渡航を控えるよう

呼び掛けた。 

 

２０２５年１月１０日の大統領宣誓式前後はベネズエ

ラの治安が大きく悪化する懸念がある。この時期は特に

ベネズエラの滞在について細心の注意を払うことが推

奨される。 

 

 

（写真）ウルグアイ外務省 
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経 済                        

「中国・ベネズエラ 投資保護協定を締結」           

 

１１月１３日 マドゥロ大統領は「ベネズエラ全国生産

性経済評議会」のイベントに出席。 

 

同イベントにて、「中国ベネズエラ投資保護協定法」に

署名した。 

 

同法律は両国の企業の投資保護について定めたもので、

企業の投資を促すことを目的としている。 

 

同法律の署名式に出席した Lan Hu 在ベネズエラ中国大

使は、 

「多くの中国企業がベネズエラへの投資に関心を示し

ている」 

「今回の投資保護法についても、複数の企業から質問を

受けている」 

「今回の法律により、中国企業のベネズエラ投資が増え

ると確信を持っている」 

と言及した。 

 

２０２４年１１月１４日（木曜）              

政 治                       

「マドゥロ大統領 資源販売にイデオロギー無い」        

 

１１月１４日 マドゥロ大統領は、原油・天然ガス販売

について言及。 

 

「ベネズエラの原油・天然ガスはイデオロギーの制限な

く、全ての国のためにある」「ベネズエラの原油・天然

ガスを欲する国は支払いさえすれば購入できる」「我々

は、我が国の原油と天然ガスを必要とする国を必要とし

ている」と述べた。 

 

 

マドゥロ大統領は、トランプ新大統領に対して「関係の

やり直し」を要求。米国との取引再開と良好な関係を望

むメッセージを繰り返し発している。 

 

一方、トランプ新政権側は、マルコ・ルビオ議員を国務

長官に任命するなどつれない対応をしている印象を受

ける。 

 

経 済                       

「国際線 ８月１日から５４％（９８便）減      

  ～クラサオ・コロンビア経由で外国移動～」            

 

「ベネズエラ航空連合（ALAV）」の Vicky Herrera de 

Díaz 代表は、大統領選後の２０２４年８月１日からベ

ネズエラの国際線は９８便減便したと指摘。これは国際

線が５４％減少したことを意味すると説明。 

 

急激な減便により航空会社の経営は悪化しており、同時

に観光業・商業などあらゆる産業に悪影響が生じている

との見解を示した。 

 

また、国際線が減少する中、ベネズエラと外国をつなぐ

路線がコロンビアとクラサオに限定されており、同路線

の料金が値上がりしていると指摘した。 

 

なお、ベネズエラ―コロンビア、ベネズエラ―クラサオ

路線の需要増を受けて、航空会社は同路線の便数を増や

しているという。 

 

特に現在はクリスマスシーズンと言うこともあり、国際

線の需要が増加するシーズンでもある。 

 

Díaz 代表によると、マドゥロ政権は路線再開について

検討しているようだが、受入国側が路線再開を承認する

かどうかは不明だという。 
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マドゥロ政権は、７月２８日の大統領選後の騒動を受け

て、パナマ、ドミニカ共和国、チリ、ペルーの国際線を

停止した（「ベネズエラ・トゥデイ No.1121」「No.1124」）。 

 

これらの国は２０２５年１月にゴンサレス候補をベネ

ズエラの正当な大統領と認識する可能性がある。そうな

れば、たとえ路線が一時的に再開してもマドゥロ政権が

再び国際線を停止するリスクがある。 

 

「OVF ２４年インフレ率６０％、GDP４％増」         

 

「ベネズエラ金融観測所（OVF）」は、複数のベネズエ

ラ経済専門家に同国の主要経済指標の予測値を定期的

にヒアリングしており、その平均値を公表している。 

 

OVF は、２４年１１月時点の経済専門家の経済予測の

平均値を公表した。 

 

 

（写真）OVF 

 

 

OVF によると、２０２４年のベネズエラの年間インフ

レ率は前年比６０％増（１０月時点の調査では４２．

５％増だった）。 

 

１２月末時点の為替レートは、５８ボリバル／ドル（１

０月時点の調査では４９．１ボリバル／ドルだった）。 

 

２０２４年の経済成長率について、前年比４％増（１０

月時点の調査では３％増だった）と発表した。 

 

「Conindustria 製造業は前年同期比７．６％増」         

 

「ベネズエラ工業生産者組合（Conindustria）」の Luigi 

Pisella 代表は、２０２４年第３四半期の加盟企業の経営

状況アンケート調査の結果を公表した。 

 

同調査によると、ベネズエラ製造業の生産量は前年同期

比７．６％増。 

 

また、今後の見通しもポジティブで、回答企業の７２％

は第４四半期の生産量見通しについて、「増加するだろ

う」と回答したという。 

 

他、「注文数」「生産在庫」「生産見通し」の３つの指標

を変数とした「製造業信頼指数（ICI）」 について、２０

２４年第３四半期は４７．６だったと説明。 

 

前年同期の調査では１８．７だったことを踏まえて、経

済状況に改善傾向がみられるとの見解を示した。 

 

一方、「生産阻害要因」として回答が多かったのは順に

「過度な課税」８３％ 

「輸入品との競合」７３％ 

「燃料不足」７１％ 

「政治不安」６８％と続いた。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/b8759f5c9c1f47f4a6cf9af2c5ef0529.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/6e522f5328040d8cced03b29747e1dab.pdf
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「石油組合 ２０２４年に加盟企業数２５％増」           

 

１１月１４日 「ベネズエラ石油商工会（CPV）」の

Enrique Novoa 代表は、ラジオのインタビュー番組に出

演。２０２４年に入ってから CPV の加盟企業が２５％

増加したと発表。 

 

「石油セクターの活動が活発になっているサイン」との

見解を示した。 

 

また、「ベネズエラの石油セクターでの民間企業の参加

が増えている」と指摘。「民間企業がベネズエラの石油

産業を救う時期が来ている」と述べた。 

 

「CITGO 初めて日本向けに石油製品を輸出」           

 

米国にある PDVSA の関係会社「CITGO」は、２０２

４年第３四半期の業績を発表した。 

 

２０２４年第３四半期の純利益は、約６６００億ドル。 

「EBITDA（「利払い前、税引き前、減価償却前」を意味

する企業価値評価の指標）」は、約２．８１億ドル。 

「調整後 EBITDA」は、約２．９億ドルだった 

 

２４年第２四半期の EBITDA は、１．６２億ドル、 

調整後 EBITDA は、１．４９億ドルだったので、夫々

７３．４６％増、９４．６３％増だった。 

 

また、製油所の稼働率は９６％（平均精製量は日量８１．

１万バレル）と高い水準を維持した。 

 

２０２４年第２四半期に元々計画されていたメンテナ

ンスで製油所の稼働を止めたが、第３四半期はメンテナ

ンスの必要なく、製油所が順調に稼働したという。 

 

 

 

また、CITGO の販売先として、初めて日本・中国向け

に輸出を行ったと説明した。 

 

社 会                       

「Caracas 路上での自動車メンテに罰金３０Euro」            

 

カラカス市長は、同市の路上で自動車整備・洗車などを

行っている人に対して、罰金３０ユーロを科すことを決

めた。 

 

実際に罰金を支払う際は、その時の為替レートに準じた

ボリバルで支払うことになり、現在の為替レートだと、

１４３１ボリバルになる。 

 

この規則は、カラカス市市民共存規範の第２９条に準じ

た罰金だという。 

 

なお、９月１７日には、カラカス市内の公共バスの専用

道路を走行する一般自動車に罰金を科す規則を設けて

おり、交通に関する罰金規則が増えているという。 

 

以上 


